
尼崎市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく 

指定障害福祉サービスの事業の人員、設備及び運営の基準等を定める条例 

 

（この条例の趣旨） 

第１条 この条例は、別に定めるもののほか、指定障害福祉サービスの事業の人員、設備

及び運営の基準その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）の施行について必要な事項を定める

ものとする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法における用語の意義による。 

（指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準） 

第３条 法第３０条第１項第２号イの条例で定める基準並びに法第４３条第１項の条例で

定める基準並びに同条第２項の条例で定める指定障害福祉サービスの事業の設備及び運

営の基準は、次項から第８項までに規定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第３条第２項に規定する基準を除く。以下この条にお

いて「人員等基準」という。）（人員等基準の特例として定められている基準がある場合

には、その基準を含む。）のとおりとする。この場合において、省令の規定（指定居宅介

護（省令第４条第１項に規定する指定居宅介護をいう。）に関する記録の保存期間に係る

規定として規則で定めるものに限る。）中「当該指定居宅介護を提供した日」とあるのは

「その完結の日」と、省令の規定（指定療養介護（省令第４９条に規定する指定療養介

護をいう。）に関する記録の保存期間に係る規定として規則で定めるものに限る。）中「当

該指定療養介護を提供した日」とあるのは「その完結の日」と、省令の規定（指定自立

訓練（生活訓練）（省令第１６５条に規定する指定自立訓練（生活訓練）をいう。）に関

する記録の保存期間に係る規定として規則で定めるものに限る。）中「当該指定自立訓練

（生活訓練）を提供した日」とあるのは「その完結の日」とする。 

２ 指定障害福祉サービス事業者及び基準該当障害福祉サービスの事業を行う者（以下「指

定障害福祉サービス事業者等」という。）は、利用者又は障害児の保護者（以下「利用者

等」という。）の意思及び人格を尊重し、常に利用者等の立場に立ってサービスを提供し

なければならない。 

３ 指定障害福祉サービス事業者及びその指定障害福祉サービスの事業を行う事業所の管

理者並びに基準該当障害福祉サービスの事業を行う者及び当該事業を行う事業所の管理

者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下

「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条

例（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者（以下



「暴力団員等」という。）であってはならない。 
４ 指定障害福祉サービスの事業を行う事業所及び基準該当障害福祉サービスの事業を行

う事業所（以下「指定障害福祉サービス事業所等」という。）は、その運営について、暴

力団対策法第２条第２号に規定する暴力団及び暴力団員等（以下「暴力団等」という。）

の支配を受けてはならない。 

５ 指定障害福祉サービス事業者等は、省令の規定（規則で定めるものに限る。）による評

価の結果を公表するよう努めなければならない。 

６ 指定障害福祉サービス事業者等は、省令の規定（規則で定めるものに限る。）に規定す

る研修（以下この項において「研修」という。）の実施計画をその指定障害福祉サービス

事業所等の従業者の職務内容、経験等に応じて策定し、実施した研修の記録を保管する

とともに、必要に応じて研修の内容の見直しを行うことにより、当該従業者の計画的な

育成に努めるものとする。 

７ 指定障害福祉サービス事業所等の従業者は、利用者に対し、障害者虐待の防止、障害

者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第７９号）第２条第７項各号

に掲げる行為をしてはならない。 

８ 指定障害福祉サービス事業者等は、事故が発生した場合に的確に対応し、又は事故の

発生若しくはその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 事故が発生した場合の対応、事故の発生又はその再発の防止等に関する指針を定め

ること。 

⑵ 事故が発生した場合又はその危険性がある事態が生じた場合において、これらの事

実がその指定障害福祉サービス事業所等の管理者に報告され、及びその原因の分析の

結果に基づき策定した改善策が当該指定障害福祉サービス事業所等の従業者に周知さ

れる体制を整備すること。 

⑶ 定期的に、事故の発生又はその再発の防止について、その協議を行うための会議を

開き、及びその指定障害福祉サービス事業所等の従業者に対して研修を行うこと。 

（法第３６条第３項第１号の条例で定める者） 

第４条 法第３６条第３項第１号（法第３７条第２項及び第４１条第４項において準用す

る場合を含む。）の条例で定める者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「法施行規則」という。）

第３４条の２１第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する基準によ

る者で、暴力団等でないものとする。 

（法第３８条第３項において準用する法第３６条第３項第１号の条例で定める者） 

第５条 法第３８条第３項（法第３９条第２項及び第４１条第４項において準用する場合

を含む。）において準用する法第３６条第３項第１号の条例で定める者は、法施行規則第

３４条の２４の２第１項（同条第２項において準用する場合を含む。）に規定する基準に

よる者で、暴力団等でないものとする。 



（指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営の基準） 

第６条 法第４４条第１項の条例で定める基準並びに同条第２項の条例で定める指定障害

者支援施設等の設備及び運営の基準は、次項に規定するもののほか、障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設

備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以下この条において「省

令」という。）に定める基準（省令第３条第２項に規定する基準を除く。以下この条にお

いて「人員等基準」という。）（人員等基準の特例として定められている基準がある場合

には、その基準を含む。）のとおりとする。この場合において、省令第５６条第２項中「当

該施設障害福祉サービスを提供した日」とあるのは、「その完結の日」とする。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及び第８項の規定は指定障害者支援施設等の

設置者について、同条第４項及び第７項の規定は指定障害支援施設等について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準） 

第７条 法第８０条第１項の条例で定める障害福祉サービス事業の設備及び運営の基準は、

次項に規定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律に基づく障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働

省令第１７４号。以下この条において「省令」という。）に定める基準（省令第３条第２

項に規定する基準を除く。以下この条において「設備運営基準」という。）（設備運営基

準の特例として定められている基準がある場合には、その基準を含む。）のとおりとする。

この場合において、省令の規定（記録の保存期間に係る規定として規則で定めるものに

限る。）中「当該療養介護を提供した日」とあるのは「その完結の日」と、省令の規定（事

業所の規模に係る規定として規則で定めるものに限る。）中「離島その他の地域であって

厚生労働大臣が定めるもののうち、将来的にも利用者の確保の見込みがないとして都道

府県知事が認めるものにおいて事業を行う」とあるのは「利用者の確保の見込みがない

などやむを得ない事情があると市長が認める」とする。 

２ 第３条第２項から第８項までの規定は、障害福祉サービス事業について準用する。こ

の場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（地域活動支援センターの設備及び運営の基準） 

第８条 法第８０条第１項の条例で定める地域活動支援センターの設備及び運営の基準は、

次項から第４項までに規定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律に基づく地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（平成

１８年厚生労働省令第１７５号。以下この条において「省令」という。）に定める基準（省

令第２条第２項に規定する基準を除く。以下この条において「設備運営基準」という。）

（設備運営基準の特例として定められている基準がある場合には、その基準を含む。）の

とおりとする。この場合において、省令第６条第２項中「当該サービスを提供した日」

とあるのは、「その完結の日」とする。 



２ 地域活動支援センターの設置者は、その運営の内容について、自ら評価を行い、常に

改善を図らなければならない。 

３ 地域活動支援センターの設置者は、当該地域活動支援センターの職員に対し、その資

質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。 

４ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及び第８項の規定は地域活動支援センターの

設置者について、同条第４項及び第７項の規定は地域活動支援センターについて準用す

る。この場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（福祉ホームの設備及び運営の基準） 

第９条 法第８０条第１項の条例で定める福祉ホームの設備及び運営の基準は、次項に規

定するもののほか、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく福祉ホームの設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７６号。以

下この条において「省令」という。）に定める基準（省令第２条第２項に規定する基準を

除く。以下この条において「設備運営基準」という。）（設備運営基準の特例として定め

られている基準がある場合には、その基準を含む。）のとおりとする。この場合において、

省令第７条第２項中「当該サービスを提供した日」とあるのは、「その完結の日」とする。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及び第８項の規定は福祉ホームの設置者につ

いて、同条第４項及び第７項並びに前条第２項及び第３項の規定は福祉ホームについて

準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

（障害者支援施設の設備及び運営の基準） 

第１０条 法第８４条第１項の条例で定める基準は、次項に規定するもののほか、障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害者支援施設の設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下「省令」という。）に

定める基準（省令第３条第２項に規定する基準を除く。以下「設備運営基準」という。）

（設備運営基準の特例として定められている基準がある場合には、その基準を含む。）の

とおりとする。この場合において、省令第８条第２項中「当該施設障害福祉サービスを

提供した日」とあるのは、「その完結の日」とする。 

２ 第３条第２項、第３項、第５項、第６項及び第８項の規定は障害者支援施設の設置者

について、同条第４項及び第７項の規定は障害者支援施設について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、規則で定める。 

   付 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

  付 則 
 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第３条第３項の改正規定は、

同年７月１日から施行する。 


